
 

1 

 

適格請求書発行事業者公表システム Web-API 機能利用規約 新旧対照表 

(注)アンダ－ラインを付した部分は、改正部分である 

改正後 改正前 

適格請求書発行事業者公表システム Web-API 機能利用規約 

 

国税庁が提供する適格請求書発行事業者公表システムWeb-API機能（以

下「本機能」といいます。）については、下記の全ての条項に同意してい

ただいた上でご利用ください。 

 

記 

 

（目的） 

第１条 本利用規約は、本機能の利用に当たって同意していただくこと

が必要な事項を定めることを目的とします。 

 

（定義） 

第２条 本利用規約で使用する用語の定義は、次の各号のとおりとしま

す。 

一 「本機能」とは、国税庁が運用する適格請求書発行事業者公表シス

テム以外のシステムから適格請求書発行事業者公表システムに対し

てインターネットを通じて情報取得に関する要求を送信すること

で、適格請求書発行事業者の情報を取得することを可能とする機能

をいいます。 

二 「利用者」とは、国税庁からアプリケーション IDの発行を受けて

本機能を利用する者をいいます。 

適格請求書発行事業者公表システム Web-API 機能利用規約 

 

国税庁が提供する適格請求書発行事業者公表システムWeb-API機能（以

下「本機能」といいます。）については、下記の利用規約の全ての条項に

同意していただいた上でご利用ください。 

 

記 

 

（目的） 

第１条 本利用規約は、国税庁が提供する本機能の利用に関し、利用者に

同意していただくことが必要な事項を定めることを目的とします。 

 

（定義） 

第２条 本利用規約で使用する用語の定義は、次の各号のとおりとしま

す。 

一 「適格請求書発行事業者公表システム Web-API 機能」とは、利用者

のシステムからインターネットを通じて情報取得に関する要求を送

信することで、利用者のシステムで必要な適格請求書発行事業者の

情報を取得することを可能とする機能をいいます。 

 

二 「利用者」とは、本機能を利用し、適格請求書発行事業者の情報を

取得しようとする者をいいます。 
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改正後 改正前 

三 「適格請求書発行事業者」とは、消費税法第 57 条の２第１項の規

定による登録を受けた事業者をいいます（消費税法第２条第１項第

７号の２）。 

 

四 「国税庁適格請求書発行事業者公表サイト」（以下「公表サイト」

といいます。）とは、適格請求書発行事業者の情報を公表するための

ウェブサイトをいいます。 

五 「アプリケーション ID」とは、本機能及び法人番号システム Web-

API 機能（以下「本機能等」といいます。）を利用する者を特定する

ために国税庁が当該利用する者に発行する符号をいいます。 

六 「アプリケーション ID 発行届出情報」とは、本機能を利用しよう

とする者が、公表サイトを利用して本機能に係るアプリケーション

ID の発行又は既に保有する法人番号システム Web-API 機能に係るア

プリケーションIDへの本機能の利用権限の付与を受けるために提出

する、当該者の法人名又は氏名、メールアドレス、電話番号等の情報

をいいます。 

七 「コンテンツ」とは、本機能が提供する情報をいいます。 

八 「法人番号システム Web-API 機能」とは、国税庁が運用する法人番

号システム以外のシステムから法人番号システムに対してインター

ネットを通じて情報取得に関する要求を送信することで、「行政手続

における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」

（平成 25 年法律第 27 号）の規定により法人番号の指定を受けた者

の情報（国税庁法人番号公表サイトにおいて公表しているものに限

ります。）を取得することを可能とする機能をいいます。 

三 「適格請求書発行事業者」とは、「登録申請書を提出し、税務署長

の登録を受けた事業者」をいいます（所得税法等の一部を改正する法

律（平成 28 年法律第 15 号）第５条の規定による改正後の消費税法

第２条第１項第７号の２に規定）。 

四 「国税庁適格請求書発行事業者公表サイト」（以下「公表サイト」

といいます。）とは、適格請求書発行事業者の情報を公表するための

ウェブサイトをいいます。 

五 「アプリケーション ID」（以下「ID」といいます。）とは、本機能

や法人番号システム Web-API 機能の利用者を特定するために国税庁

が利用者に提供する符号をいいます。 

六 「アプリケーション ID 発行届出情報」とは、公表サイトを利用し

て IDの発行を届け出るために作られる、本機能を利用しようとする

者の法人名又は氏名、メールアドレス、電話番号等の利用者情報をい

います。 

 

 

七 「コンテンツ」とは、本機能が提供する情報をいいます。 

八 「法人番号 Web-API 機能」とは、国税庁が提供する法人番号システ

ム Web-API 機能のことをいいます。 
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改正後 改正前 

九 「公表情報」とは、次の事項をいいます。 

イ 氏名（適格請求書発行事業者の氏名のほか、事業者の選択によ

り、氏名として公表するか氏名と併記して公表するかを選択でき

る住民票に記載されている外国人住民の通称又は旧姓（旧氏）氏名

を含む。）又は名称 

ロ 登録番号 

ハ 登録年月日、取消年月日、失効年月日 

ニ 法人においては本店又は主たる事務所の所在地 

ホ 特定国外事業者（特定国外事業者とは、国内において行う資産の

譲渡等に係る事務所、事業所その他これらに準ずるものを国内に

有しない国外事業者をいいます。）以外の国外事業者においては、

国内において行う資産の譲渡等に係る事務所、事業所その他これ

らに準ずるものの所在地 

へ 個人事業者の主たる屋号（適格請求書発行事業者が希望する場

合に限る。） 

ト 個人事業者及び人格のない社団等の本店又は主たる事務所等の

所在地（適格求書発行事業者が希望する場合に限る。） 

 

（利用の申請等） 

第３条 本機能を利用しようとする者は、アプリケーション ID発行届出

情報を公表サイトからインターネット経由で送信する方法により国税

庁に申請するものとします。 

２ （削除） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（利用の届出） 

第３条 本機能を利用しようとする者は、「アプリケーション ID 発行届

出情報」を公表サイトからインターネット経由で送信する方法により

利用者情報を国税庁に届け出るものとします。 

２ 前項の利用者情報を国税庁に届け出た後、本機能を利用しようとす

る者は、別紙１「適格請求書発行事業者公表システム Web-API 機能ア
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改正後 改正前 

 

 

３ アプリケーション ID発行届出情報のうち、メールアドレスは、別の

アプリケーションIDの発行の際に使用していないメールアドレス一つ

を提出するものとします。 

 

 

４ 利用者は、発行済みのアプリケーション IDに係る法人名又は氏名、

メールアドレス、電話番号等の情報に変更が生じた場合は、公表サイト

から変更情報をインターネット経由で送信する方法により、速やかに

国税庁に届け出るものとします。 

５ （削除） 

 

 

 

６ 利用者は、次の事項について誓約するものとします。 

一 本利用規約や個人情報保護法等の関係法令を遵守すること 

二 利用者が取得した公表情報を第三者へ提供する際に、「国税庁適格

請求書発行事業者公表サイトの運営方針」に記載の目的に反するこ

とを行わないこと 

三 国税庁が行う臨場又は書面の監査に協力すること 

 

（アプリケーション IDの通知及び管理等） 

第４条 国税庁は、前条第１項の規定により申請のあったアプリケーシ

プリケーション ID発行申請書」（以下「発行申請書」といいます。）を

国税庁にメールにより申請するものとします。 

３ アプリケーション ID発行届出情報に使用するメールアドレスは、別

の ID の発行の際に使用していないメールアドレスを届け出るものと

し、既に発行された ID にも適用されるものとします。また、アプリケ

ーション ID 発行届出情報に使用するメールアドレスは一つとします。 

 

４ 利用者は、利用者情報に変更が生じた場合は、公表サイトから変更情

報をインターネット経由で送信する方法により速やかに国税庁に届け

出るものとします。 

 

５ 利用者は、発行申請書に記載した事項に変更が生じた場合は、別紙２

「適格請求書発行事業者公表システム Web-API 機能アプリケーション

ID 変更申請書」（以下「変更申請書」といいます。）を速やかに国税庁

にメールにより申請するものとします。 

６ 利用者は、次の事項について誓約するものとします。 

一 本利用規約や個人情報保護法など関係法令を遵守すること 

二 利用者が取得した公表情報を第三者へ提供する際に、「適格請求書

発行事業者公表サイトの運営方針」に記載の目的に反することを行

わないこと 

三 国税庁が行う臨場又は書面の監査に協力すること 

 

（ID の通知及び管理等） 

第４条 国税庁は、前条第一項及び第二項で届出のあった利用者情報及
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改正後 改正前 

ョン ID 発行届出情報を審査した上で、本機能に係るアプリケーション

ID を発行、又は、利用者が既に保有する法人番号システム Web-API 機

能に係るアプリケーション IDに本機能の利用権限を付与し、その旨を

メールで利用者に通知します。 

２ 利用者は、通知を受けたアプリケーション IDの管理責任を負うもの

とします。 

３ 利用者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、適宜の方法により

速やかに国税庁に連絡するものとします。 

一 アプリケーションIDが第三者によって不正に利用されていること

が判明した場合 

二 アプリケーション IDを忘失した場合 

三 アプリケーション IDの利用を停止する場合 

四 アプリケーション ID発行届出情報に記載したプログラム・システ

ム等を廃止した場合 

４ 国税庁は、前項第一号の規定に基づく連絡があった場合又はアプリ

ケーションIDが第三者によって不正に利用されている若しくは不正な

利用が疑わしいと判断した場合は、本機能の利用を直ちに停止するこ

とができるものとします。 

５ 国税庁は、３年以上本機能等にアクセスした事績がないアプリケー

ションIDについて、利用停止措置を講じることができるものとします。 

 

 

（削除） 

（削除） 

び申請情報（発行申請書及び変更申請書に記載された事項をいいま

す。）を審査した上で、ID を発行し、当該 ID をメールで利用者に通知

します。 

 

２ 利用者は、通知を受けた ID の管理責任を負うものとします。 

 

３ 利用者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、適宜の方法により

速やかに国税庁に連絡するものとします。 

一 ID が第三者によって不正に利用されていることが判明した場合 

 

二 ID を忘失した場合 

三 ID の利用を停止する場合 

四 申請情報に記載したプログラム・システム等を廃止した場合（別の

プログラム・システム等で引き続き利用する場合を除く。） 

４ 国税庁は、前項第一号に基づく連絡があった場合又は ID が第三者に

よって不正に利用されている若しくは不正な利用が疑わしいと判断し

た場合は、本機能の利用を直ちに停止することができるものとします。 

 

５ 国税庁は、次の各号のいずれかの日から３年を経過する日までの期

間、利用者が ID を利用して本機能及び法人番号 Web-API 機能（以下「本

機能等」といいます。）にアクセスした事績がない場合、本機能の利用

を停止することができるものとします。 

一 最後に本機能等へのアクセスがあった日 

二 前号に該当しない場合は ID を発行した日 
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改正後 改正前 

６ 国税庁は、利用者が提出したアプリケーション ID発行届出情報につ

いて確認するため、利用者の住所又は本店所在地若しくは主たる事務

所、事業所等へ臨場による監査又は書面による監査を行うことができ

るものとし、利用者はこれに協力することとします。 

 

（個人情報保護法等の関係法令の遵守） 

第４条の２ 利用者は本機能により取得した適格請求書発行事業者の情

報につき個人情報保護法等の規定に基づき管理を行うものとします。 

 

（利用状況の情報提供等） 

第５条 国税庁は、利用者に本機能の利用状況について、アンケート及び

その他の方法により聴取を行うことができるものとします。その際、利

用者は開示可能な範囲で情報を提供するものとします。 

２ 国税庁は、前項の規定に基づき提供された情報について、活用事例と

して公開することができるものとします。 

 

（情報の取得元の明示） 

第６条 利用者は、本機能を利用したサービスを提供する場合は、「この

サービスは、適格請求書発行事業者公表システム Web-API 機能を利用

して取得した情報をもとに作成しているが、サービスの内容は国税庁

によって保証されたものではない」を適宜の場所に明示するものとし

ます。 

 

（コンテンツの利用条件等） 

６ 国税庁は、利用者が届け出た利用者情報又は申請情報について確認

するため、利用者の住所又は本店所在地若しくは主たる事務所、事業所

などに臨場又は書面にて監査を行うことができるものとし、利用者は

これに協力することとします。 

 

（個人情報保護法など関係法令の遵守） 

第４条の２ 利用者は取得した情報につき個人情報保護法等の規定に基

づき管理を行うものとします。 

 

（利用状況の情報提供） 

第５条 国税庁は、利用者に本機能の利用状況について、アンケート及び

その他の方法により聴取することができるものとします。その際、利用

者は開示可能な範囲で情報を提供するものとします。 

２ 国税庁は、前項に基づき提供された情報について、活用事例として公

開することができるものとします。 

 

（情報の取得元の明示） 

第６条 利用者は、本機能を利用したサービスを提供する場合は、「この

サービスは、適格請求書発行事業者公表システム Web-API 機能を利用

して取得した情報をもとに作成しているが、サービスの内容は国税庁

によって保証されたものではない」を適宜の場所に明示するものとし

ます。 

 

（コンテンツの利用条件等） 
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改正後 改正前 

第７条 コンテンツの利用条件等は、別に定める「国税庁適格請求書発行

事業者公表サイト利用規約」により取り扱います。 

 

（利用可能時間及び利用の停止） 

第８条 本機能の利用可能時間は、本機能が停止する以外の時間としま

す。 

２ 国税庁は、次の各号のいずれかに該当する場合は、事前に公表サイト

に掲載して、本機能の利用の停止をすることができるものとします。た

だし、緊急を要する場合は、公表サイトに掲載することなく本機能の利

用の停止をすることができるものとします。 

一 機器等のメンテナンスが予定される場合 

二 天災、事変その他の非常事態が発生した場合又は本機能に重大な

障害が発生した場合 

三 その他、国税庁において、本機能の利用の停止が必要と判断した場

合 

３ 国税庁は、本機能の利用が著しく集中した場合等には、本機能の利用

を制限することができるものとします。 

 

（禁止事項等） 

第９条 利用者は、本機能の利用に当たり、次の各号に掲げる行為を行っ

てはなりません。 

 一 本機能の運用及び管理を故意に妨害すること 

二 本機能に対し、ウイルスに感染したファイルを故意に送信するこ

と 

第７条 コンテンツの利用条件等は、別に定める「国税庁適格請求書発行

事業者公表サイト利用規約」により取り扱います。 

 

（本機能の利用可能時間及び利用の停止） 

第８条 本機能の利用可能時間は、本機能が停止する以外の時間としま

す。 

２ 国税庁は、次の各号のいずれかに該当する場合は、事前に公表サイト

に掲載し、本機能の利用の停止をすることができるものとします。ただ

し、緊急を要する場合は、公表サイトに掲載することなく本機能の利用

の停止をすることができるものとします。 

一 機器等のメンテナンスが予定される場合 

二 天災、事変その他の非常事態が発生した場合又は本機能に重大な

障害が発生した場合 

三 その他、国税庁において、本機能の利用の停止が必要と判断した場

合 

３ 国税庁は、本機能の利用が著しく集中した場合等には、本機能の利用

を制限することができるものとします。 

 

（禁止事項） 

第９条 利用者は、本機能の利用に当たり、次の各号に掲げる行為を行っ

てはなりません。 

一 本機能の運用及び管理を故意に妨害すること 

二 本機能に対し、ウイルスに感染したファイルを故意に送信するこ

と 
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改正後 改正前 

三 短時間における大量アクセスその他本機能の運用に支障を与える

こと 

四 以下のいずれかの内容を含むアプリケーションの作成、運営及び

これらに関するサービスを提供すること 

 イ 本利用規約に違反する内容 

 ロ 法令又は公序良俗に反する内容 

 ハ 閲覧者に誤解を与えるおそれのある内容 

五 アプリケーション IDを第三者に譲渡、貸与又は開示すること 

六 第３条第１項の規定に基づくアプリケーションID発行届出情報の

申請に当たって、虚偽の情報を申請すること 

七 第３条第４項の規定に基づくアプリケーションID発行届出情報の

届出に当たって、虚偽の情報を届け出ること 

八 発行済みのアプリケーション ID に係る法人名又は氏名、メールア

ドレス、電話番号等の情報に変更が生じた場合に、速やかな届出を怠

ること 

九 利用者が取得した公表情報を、「国税庁適格請求書発行事業者公表

サイトの運営方針」に定める目的以外の目的のために第三者に提供

すること 

十 本機能の利用に当たり、第三者又は国税庁に不利益若しくは損害

を与えること 

２ 国税庁は、利用者が前項各号のいずれかに該当する行為を行ったこ

とを疑うに足りる相当な理由がある場合その他国税庁が必要と認める

場合には、利用者に対し、利用状況、利用者によるアプリケーションの

作成、運営及びこれらに関するサービス、コンテンツ等の提供について

三 短時間における大量アクセスその他本機能の運用に支障を与える

こと 

四 以下のいずれかの内容を含むアプリケーションの作成、運営及び

これらに関するサービスを提供すること 

  イ 本利用規約に違反する内容 

  ロ 法令又は公序良俗に反する内容 

  ハ 閲覧者に誤解を与えるおそれのある内容 

五 ID を第三者に譲渡、貸与又は開示すること 

六 虚偽の利用者情報又は申請情報を届け出ること 

 

（新設） 

 

七 利用者情報又は申請情報に変更が生じた場合に、早期の届け出を

怠ったこと 

 

八 利用者が取得した公表情報を第三者へ提供する際に、「適格請求書

発行事業者公表サイトの運営方針」に記載の目的に反すること 

 

九 本機能の利用に当たり、第三者又は国税庁に対し、不利益若しくは

損害を与えること 

２ 国税庁は、利用者が前項各号に掲げるいずれかに該当する行為を行

ったことを疑うに足りる相当な理由がある場合その他国税庁が必要と

認める場合は、利用者に対し、利用状況又は利用者によるアプリケーシ

ョンの作成、運営及びこれらに関するサービス、コンテンツ等の提供
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改正後 改正前 

聴取を行うことができるものとし、聴取を行った結果、前項各号のいず

れかに該当する行為を行ったと認められた場合又は行うおそれがある

と認められた場合には、必要に応じて、改善を求めることができるもの

とします。 

３ 利用者は、国税庁から前項の規定による改善を求められた場合、速や

かに改善を行うものとします。 

４ 国税庁は、利用者が第１項各号のいずれかに該当する行為を行った

と認める場合又は行うおそれがあると認める場合において、第３条各

項の規定により申請又は届出されているメールアドレス又は電話番号

によって連絡を取ることができず、第２項の聴取を行うことができな

いとき、又は第２項による改善の求めに応じないときは、本機能の利用

を停止することができるものとします。 

５ 前項の規定により、本機能の利用を停止された利用者は、利用停止の

日から起算して１年間は、本機能に係る利用の申請をすることができ

ません。 

６ 国税庁は、利用者が法人番号システム Web-API 機能の利用規約第９

条に掲げる禁止事項に違反し、当該機能の利用を停止された場合、本機

能の利用を停止することができるものとします。 

 

（免責） 

第 10 条 本機能の利用に当たり、利用者又は第三者が被った被害につい

て、国税庁の故意又は重過失によるものである場合を除き、国税庁は責

任を負わないものとします。 

 

（以下「アプリケーション等の提供」といいます。）について、内容の

聴取ができるものとし、聴取の結果、同号に掲げるいずれかに該当する

行為を行った場合若しくは行うおそれがあると認められた場合には、

必要に応じて、改善要求ができるものとします。 

３ 利用者は、国税庁から前項の改善要求を受けた場合、速やかに改善を

行うものとします。 

４ 国税庁は、利用者が第一項各号に掲げるいずれかに該当する行為を

行った場合若しくは行うおそれがあると認められた場合、第３条各項

により届け出ている利用者情報で連絡がつかず、前２項の内容の聴取

ができない場合又は前項の改善要求に応じない場合は、本機能の利用

を停止することができるものとします。 

 

５ 前項の規定により、本機能の利用を停止された場合、利用停止となっ

た日から起算して１年間は本機能に係る利用の申請はできません。 

 

６ 法人番号 Web-API 機能の利用規約第９条に掲げる禁止事項を行い、

法人番号 Web-API 機能の利用を停止された場合、本機能の利用を停止

することができるものとします。 

 

（免責） 

第 10 条 国税庁は、本機能の利用により、利用者又は第三者が被った被

害について、国税庁の故意又は重過失によるものである場合を除き、国

税庁は責任を負わないものとします。 

（補償） 
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改正後 改正前 

２ 前項の規定にかかわらず、国税庁と利用者との間における法律関係

が消費者契約法に定める消費者契約に該当する場合は、国税庁の過失

（重過失を除く。）に起因して生じた損害について、利用者本人又は第

三者に現実に生じた通常かつ直接の範囲内の損害に限り、国税庁は損

害賠償責任を負うものとします。 

 

（適格請求書発行事業者からの苦情） 

第 11 条 利用者が本機能を利用して取得した情報を、当該利用者が提供

するシステム等を通じて提供したことに関し、国税庁が適格請求書発

行事業者（消費税法第 57条の２第６項の規定により登録を取り消され

た事業者及び同条第10項の規定により登録の効力が失われた事業者を

含む。）から苦情を受けた場合、国税庁は当該利用者に対して、必要に

応じて事実関係の報告及び改善を求めるものとし、利用者は国税庁か

ら求めがあった場合には責任をもって対応するものとします。 

 

 

２ 利用者が法人の場合、個人情報の管理及び適格請求書発行事業者か

らの苦情申出の処理に当たる個人情報管理等責任者を常勤の従業員の

中から１名指定するものとします。 

 

（セキュリティ対策等について） 

第 12 条 利用者は、本機能から取得した情報の適切な管理及び安全性の

確保等の観点から、以下の措置を講ずるものとします。 

一 アンチウイルスソフトウェア等により不正プログラムとして検知

第 11条 利用者は、アプリケーション等の提供及び IDの管理について、

第三者との間で生じた苦情、請求その他の紛争等については、自らの責

任と負担において解決するものとし、国税庁の故意又は重過失による

ものである場合を除き、国税庁は責任を負わないものとします。 

 

 

（適格請求書発行事業者からの苦情） 

第 11 条の２ 利用者が本機能を利用して、利用者が提供するシステム等

を通じて、本機能の情報を提供したことについて、国税庁が適格請求書

発行事業者（所得税法等の一部を改正する法律（平成 28 年法律第 15

号）第５条の規定による改正後の消費税法第 57条の２第６項の規定に

より登録を取り消された事業者及び同条第10項の規定により登録の効

力が失われた事業者を含む。）から苦情を受け付けた場合、国税庁は利

用者に対して、必要に応じ、事実関係の報告や改善要求を利用者に求め

ることから、利用者は求めがあった場合には責任を持って対応するも

のとします。 

２ 利用者が法人の場合、個人情報の管理及び適格請求書発行事業者か

らの苦情申出の処理に当たる個人情報管理等責任者を常勤の社員の中

から１名指定するものとします。 

 

（セキュリティ対策等について） 

第 11 条の３ 利用者は、本機能から取得した情報の適切な運用、安全性

の確保などの観点から、以下の措置を講ずるものとします。 

一 アンチウイルスソフトウェア等により不正プログラムとして検知
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改正後 改正前 

された実行ファイル及びデータファイルを実行し、又はアプリケー

ションに読み込ませないこと 

二 アンチウイルスソフトウェア等の不正プログラムの定義ファイル

を常に最新の状態に維持するとともに、不正プログラムの自動検査

機能を有効にすること 

三 セキュリティ上の脆弱性に対応していないＯＳ又はブラウザその

他のソフトウェアを用いないこと 

四 定期的に全ての電子ファイルに対して、不正プログラムへの感染

の有無を確認すること 

五 本機能から取得した情報について、漏えい、滅失、き損又は改ざん

が生じないよう必要な措置を講ずること 

六 本機能に接続している情報処理機器に対する不正アクセスが行わ

れないよう必要な措置を講ずること 

 

（個人情報の取扱い） 

第 13 条 国税庁は、本機能の利用により取得した個人情報は、公表サイ

トに定める個人情報保護方針により取り扱います。 

 

（本利用規約の改正） 

第 14 条 国税庁は、本利用規約の変更が、利用者の一般の利益に適合し、

又は本利用規約の目的に反せず、かつ、変更の必要性、変更後の内容の

相当性その他の変更に係る事情に照らして合理的なものであるとき

は、本利用規約を改正することができるものとします。 

２ 国税庁は、本利用規約の改正を行おうとするときは、緊急の場合を除

されている実行ファイルやデータファイルを実行又はアプリケーシ

ョンで読み込ませないようにすること 

二 アンチウイルスソフトウェアの不正プログラムの定義ファイルを

常に最新の状態に維持し、不正プログラムの自動検査機能を有効に

すること 

三 セキュリティの脆弱性への対応を行っていないＯＳや閲覧ソフト

等を用いないこと 

四 定期的に全ての電子ファイルに対して、不正プログラムの有無を

確認すること 

五 本機能から取得した情報が漏えい、滅失、き損、改ざん等を行わせ

ないようにすること 

六 本機能に接続している情報処理機器に対する不正アクセス行為を

行わせないようにすること 

 

（個人情報の取扱い） 

第 12 条 国税庁は、本機能の利用により取得した個人情報は、公表サイ

トに定める個人情報保護方針により取り扱います。 

 

（本利用規約の改正） 

第 13 条 国税庁は、利用規約の変更が、利用者の一般の利益に適合し、

又は、本利用規約の目的に反せず、かつ、変更の必要性、変更後の内容

の相当性その他の変更に係る事情に照らして合理的なものであるとき

は、本利用規約を改正することができるものとします。 

２ 国税庁は、本利用規約の改正を行おうとするときは、緊急の場合を除
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改正後 改正前 

き、改正の効力発生日の７日前までに公表サイトにおいて本利用規約

を変更する旨、変更後の本利用規約の内容及びその効力発生時期を掲

載するものとします。 

３ 本利用規約の改正後に、利用者が本機能を利用するときは、当該利用

者は改正後の本利用規約に同意したものとみなされます。 

 

（準拠法及び裁判管轄） 

第 15 条 本利用規約には日本法が適用されるものとします。 

２ 本機能の利用に関連して国税庁と利用者の間に生ずる全ての訴訟に

ついては、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所と定めま

す。 

３ 前項の規定は、国税庁と利用者との間における法律関係が消費者契

約法に定める消費者契約に該当する場合には適用しないものとしま

す。 

 

（使用言語） 

第 16 条 利用上の手続及び問合せ等は、日本語で行うものとします。 

 

（その他） 

第 17 条 本機能の利用に当たり、本利用規約に定めのない事項は、国税

庁が定めるところによるものとします。 

 

附則 

 本利用規約は、令和３年 10月１日から施行します。 

き、改正の効力発生日の７日前までに公表サイトにおいて本利用規約

を変更する旨及び変更後の本利用規約の内容並びにその効力発生時期

を掲載し公表するものとします。 

３ 本利用規約の改正後に、利用者が本機能を利用するときは、利用者は

改正後の利用規約に同意したものとみなされます。 

 

（準拠法及び裁判管轄） 

第 14 条 本利用規約には日本法が適用されるものとします。 

２ 本機能の利用に関連して国税庁と利用者の間に生ずる全ての訴訟に

ついては、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所と定めま

す。 

（新設） 

 

 

 

（使用言語） 

第 15 条 利用上の手続及び問合せ等は、日本語で行うものとします。 

 

（その他） 

第 16 条 本機能に利用に当たり、本利用規約に定めがない事項は、国税

庁が定めるところによります。 

 

附則 

 本利用規約は、令和３年 10月１日から施行します。 
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改正後 改正前 

 

附則（一部改正） 

 本利用規約は、令和５年１月 20日から施行します。 

 改正後の第３条第２項、同条第５項、同条第６項、第９条第１項第６号

に限り令和４年 12月 15 日から施行します。 

 また、国税庁は令和５年１月 20日をもって施行前までに発行したアプ

リケーション ID につき、本機能の利用を停止するものとします。 

 ただし、利用者が令和４年 12 月 28 日までに改正後の第３条第２項の

申請書を国税庁に提出し、国税庁が承認したアプリケーション ID を除

きます。 

 

附則（一部改正） 

 本利用規約は、令和５年４月１日から施行します。 

 

附則（一部改正） 

１ 本利用規約は、令和８年９月 21 日から施行します。 

２ 本改正により、第３条第２項及び第５項を削除します。 

  なお、システム上の参照関係を維持するため、削除後も条文番号を保

持し、「（削除）」と表記します。 

３ 令和５年１月 20 日付附則（一部改正）に記載された「改正後の第３

条第２項、同条第５項」は、本改正により削除されたため、当該規定に

係る部分は効力を失っています。 

４ 本改正による条文番号の変更は以下のとおりです。 

改正前       改正後 

 

附則（一部改正） 

 本利用規約は、令和５年１月 20日から施行します。 

 改正後の第３条第２項、同条第５項、同条第６項、第９条第１項第６号

に限り令和４年 12月 15 日から施行します。 

 また、国税庁は令和５年１月 20 日をもって施行前までに発行した ID

につき、本機能の利用を停止するものとします。 

 ただし、利用者が令和４年 12 月 28 日までに改正後の第３条第２項の

申請書を国税庁に提出し、国税庁が承認した IDを除きます。 

 

 

附則（一部改正） 

 本利用規約は、令和５年４月１日から施行します。 

 

（新設） 
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改正後 改正前 

   第 11 条      削除 

   第 11 条の２    第 11 条 

   第 11 条の３    第 12 条 

   第 12 条以下    各１条ずつ繰り下げ 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙１ 適格請求書発行事業者公表システム Web-API 機能アプリケーシ

ョン ID 発行申請書 
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改正後 改正前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

16 

 

改正後 改正前 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙２ 「適格請求書発行事業者公表システム Web-API 機能アプリケー

ション ID変更申請書」 
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改正後 改正前 

 

 

 


